
 

 

第３章 対象事業の目的及び内容 

 

 3-1 対象事業の目的 

 名駅一丁目１番計画南地区は、JR 東海、地下鉄、名鉄、近鉄及びあおなみ線の鉄道駅に

近接し、市内バス並びに高速バスの拠点である名古屋バスターミナルを備え、主要な幹線

道路に面する地区である。名古屋市の総合計画「名古屋新世紀計画 2010」における名古屋

地区将来ビジョンでは、活気ある交流の盛んなまちとして、「再開発を積極的に誘導・支援」

「良好な都市景観の形成」「安全で快適に歩くことができる空間整備」を位置付けている。

また、名古屋市都心部におけるまちづくりの指針である「名古屋市都心部将来構想」では、

「ターミナル機能の強化とシンボリックなまちなみ形成」、「にぎわい歩行者空間のネット

ワーク形成」等の方針が示されている。しかしながら、本地区は、バスターミナルが地上

１階及び２階部分にあり、歩行者の通行を分断していること、動線のバリアフリー化が図

られていないことなどの問題を抱えている。 

 本事業は、名古屋の玄関口に相応しい交通結節点としてのターミナル機能の強化を図り、

加えて利便性、快適性を備えた多様な都市機能を整備することにより、名古屋駅地区の「賑

わいと活力のあるまちづくり」への貢献を図ることを目的とする。 

 なお、本事業は北地区とも連携し、具体的に検討を進める。 

 

 3-2 事業予定地の位置及び事業規模 

(1) 事業予定地の位置 

 名古屋市中村区名駅一丁目 1015 番 14 他（図 1-3-1 参照） 

(2) 事業規模 

〔高  さ〕 約 220ｍ 

〔延べ面積〕 約 260,000 ㎡ 
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図 1-3-1 事業予定地の位置 
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 3-3 事業計画の概要 

(1) 基本方針 

・歩行者ネットワークの形成 

歩行者ネットワーク形成と賑わいづくりのため、名古屋駅から地区を南北に貫通す

る安全で快適な歩行者通路を整備する。 

・北地区と一体的に行う交通の結節点に相応しいバスターミナル・乗換施設の改善 

北地区の事業予定地と一体的に地上１階にバスターミナルを集約整備するとともに、

デッキレベルの歩行者ネットワークを主軸に、公共交通機関との連絡性向上並びに

バリアフリー化によるターミナル機能の強化を図り、自動車交通に頼らない公共交

通機関の利用促進を図る。（北地区事業予定地については、図 1-3-3(1)参照） 

・都市の玄関口に相応しい品格ある景観形成・優れたデザイン 

タワーズ及び周辺施設の景観を考慮し、新建築物のボリュームや棟配置を計画的に

調整することにより、国際都市名古屋の玄関口の代表的なイメージとなる品格ある

都市景観を創出する。 

・環境配慮型施設の整備 

DHC 及び屋上緑化を積極的に取り入れ、環境に配慮した施設とする。（DHC 計画の概

要は、資料１－２（資料編 p.３）参照） 

 

(2) 建築概要 

 建築計画の概要は、表 1-3-1 に示すとおりである。（本事業に係る環境影響評価方法書か

ら変更した箇所については、次頁欄外参照） 

 また、北地区の建築概要等は、資料１－３（資料編 p.４）に示す。 
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表 1-3-1 建築計画の概要 

項  目 内     容 

地 域 ・ 地 区 商業地域、防火地域、駐車場整備地区、緑化地域 

主 要 用 途 事務所、ホテル、商業施設、バスターミナル、駐車場 

階 数 ・ 高 さ
高層棟：地上 46 階、地下６階 高さ約 220ｍ 

低層棟：地上 18 階、地下６階 高さ約 090ｍ 

基 礎 底 G.L.約－34ｍ 

構    造 鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造 

事業予定地の区域面積 約 11,700 ㎡ 注)1 

延 べ 面 積 約 260,000 ㎡ 

駐 車 台 数 約 300 台 

平 日 約 73,000 人 
日 最 大 利 用 者 数

休 日 約 88,000 人 

主要なアクセス手段
歩行者：JR「名古屋駅」隣り 

自動車：名駅通、太閤通、清正公通 

完 成 イ メ ー ジ 図 図 1-3-2 のとおり 

配 置 図 図 1-3-3 のとおり 

断 面 図 図 1-3-4 のとおり 

平 面 図 図 1-3-5 のとおり 

供用開始予定時期 平成 29 年度 注)2 

注)1:敷地の範囲は資料１－１（資料編 p.１）参照 

注)2:平成 28 年度より、順次供用開始を予定している。 
          

＊事業計画の進捗により、本事業に係る環境影響評価方法書から変更した箇所は、以下のとおりである。

項  目 環境影響評価方法書 環境影響評価準備書 

高層棟 地上 55 階、地下５階、高さ約 260ｍ 地上 46 階、地下６階、高さ約 220ｍ階数・高さ 

 低層棟 地上 16 階、地下５階、高さ約 80ｍ 地上 18 階、地下６階、高さ約 90ｍ 

事業予定地の区域面積 約 11,500 ㎡ 約 11,700 ㎡ 

延べ面積 約 280,000 ㎡ 約 260,000 ㎡ 

駐車台数 約 350 台 約 300 台 

平 日 約 093,000 人 約 73,000 人 日最大 

利用者数 休 日 約 118,000 人 約 88,000 人 

外観 － 完成イメージ図 
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図 1-3-2 新建築物の完成イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-3(1) 配置図（広域） 
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図 1-3-3(2) 配置図 
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図 1-3-4(1) 東西断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(2) 南北断面図 
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【地下２階】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地下１階】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-5(1) 平面図 
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【１ 階】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２ 階】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-5(2) 平面図 
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【商業施設、駐車場の基準階（低層階）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ホテルの基準階（中層階）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務所の基準階（高層階）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-5(3) 平面図 
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